


車線の増幅だけでなく、今後は、人の横断等
も視野に入れた安全対策も必要では？

Before
After



約21分（昨年12分）

約27分（昨年24分）



平成28年末の運転免許保有者数は約8,221万人で，27年末に比べ約６万人（0.1%）増加した。このうち，75歳以上の免許保有者数は約513万人（75歳以上の人口の約３人に１人）

で，27年末に比べ約35万人（7.3%）増加し，今後も増加すると推計される。（内閣府 平成29年交通安全白書より）

〔加齢に伴う高齢者の身体的特性〕

高齢者は加齢により，動体視力の低下や複数の情報を同時に処理することが苦手になったり，瞬時に判断する力が低下したりするなどの身体機能の変化により，ハンドルや

ブレーキ操作に遅れが出ることがあるなどの特性が見られる。また，加齢に伴う認知機能の低下も懸念されるところであり，警察庁によれば，平成28年に運転免許証の更新

の際に認知機能検査を受けた75歳以上の高齢者約166万人のうち約5.1万人は認知機能が低下し認知症の恐れがある第１分類と判定されている。
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自動車の衝突を回避する「自動（被害軽減）ブレーキシステム」の新車搭載の義務化に、日本や欧州を含む40ヶ国・地域が合意したことをUNECE（国際連合欧州経済委員会）

が発表され、一斉義務化は2020年初頭に実施される予定ですが…それ以前の車には、殆ど装備されていないのが現状。



既に、他の自治体で始まっている独自の自主返納者助成事業例

・「コミュニティバスやわた1日乗車券」または「ICOCA（イコカ）」（注：いずれも3,000円相当)
・交通安全グッズセット（反射材等）
・運転の卒業証書
・マイナンバーカード申請用証明写真（市役所管理・交通課で撮影します。）

・タクシー利用補助券1万円分（500円×20枚）
・武石スマイル号利用補助券1万円分（300円×33枚+100円券×1枚）
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